
                         和議第３９号   

 

男性へのＨＰＶワクチンの定期接種化に関する意見書（案） 

 

ＨＰＶ（ヒトパピローマウイルス）ワクチンは、子宮頸がんの原因となるＨ

ＰＶの感染を予防するもので、最新の９価ワクチンでは、その原因の８０～９

０％を占める、７種類のＨＰＶの感染を防ぐことができるとされている。 

ＨＰＶは子宮頸がんだけでなく、肛門がん、中咽頭がん、尖圭コンジローマ

などの原因とされており、ＨＰＶワクチンは、これらの疾病予防を目的に、８

０を超える国々で男女を対象とした定期接種を実施されている。 

国内における男性へのＨＰＶワクチン接種については、令和７年８月に従来

の４価ワクチンに加えて９価ワクチンが、肛門がんやその前駆病変並びに尖圭

コンジローマの予防を目的に承認され、男性も女性と同じワクチンを使用でき

る環境となった。 

ＷＨＯは、子宮頸がんの撲滅を目指すためには、適切なタイミングでの検診

や治療に加えて、１５歳までに９０％の女性がＨＰＶワクチンの接種を受ける

ことが必要であるとの見解を示している。そうした中、予防接種法に基づく男

性への定期接種の導入は、この目標を早期に達成し得る取り組みとして期待さ

れるところである。 

年間１万人余りの女性が罹患し、内約３０００人の方が亡くなっている子宮

頸がん及びＨＰＶ関連疾患の予防を進める上で、ＨＰＶへの感染を防ぐための

方策として、世界各国で導入されている本ワクチンが、我が国においても、男

性に対して、安心して接種できる体制を構築するために、国に対し、以下を強

く要望する。 

 

記 

 

１ 男性へのＨＰＶワクチンの定期接種化について、迅速な審議を行い、早急 

 に結論を示すこと。 

 

２ 国がリーダーシップを発揮し、関係者が一丸となってＨＰＶ関連疾患の根

絶を目指すこと。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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